
 

 

公益財団法人地方自治総合研究所 2025年度事業計画 

（2024 年 10 月 1 日～2025年 9 月 30 日） 

 

 

 公益財団法人地方自治総合研究所は、「地方自治にかかわる内外の政治・経済・社会・労

働・文化等の問題を調査研究し、制度改革の提言を行い、地域社会の振興に寄与する」こと

を事業の目的としています。この目的に沿って、本財団の運営機関である評議員会及び理

事会の監督・指導のもとに本財団の事業を適切に進めていくため、2025年度事業計画を策

定しました。 

 このうち、特に公益性の高い本財団の事業として、以下の 5 つの事業を柱に事業活動を

行います。 

その第１の「調査・研究」事業は本事業計画の 1（地方交付税制度研究）～6（地方自治

動向に関する研究）に記載しており調査研究、政策提言、動向分析の領域において進めて

いきます。第２の「刊行」事業は 7（『自治に人あり－高知市副市長 吉岡章』の刊行）～

13（刊行物）に、第３の「セミナー・講座」の事業は 14（セミナー等の開催）に、第４の

「交流活動」は 15（地方自治研究センター・研究所交流）及び 16（研究交流）に、第５の

「相談、助言」は 20（研究機関、市民団体、労働組合等からの照会・相談への対応）にそ

れぞれ記載しています。 

 

１ 調査研究 

 

１．地方交付税制度研究（継続） 

（定款第４条第１号関係） 

人口減少社会における地方交付税の新たな算定の可能性を探る基礎研究として、長期的な

交付税算定の構造変化を検証する。 

人口を主要な測定単位として各自治体の財政需要を算定する従来の算定構造が人口減少

社会の局面において有する問題点や新たな算定の可能性について研究を行う。第一段階は

メンバーの報告を通じた研究実績の共有。第二段階では過去の交付税算定の構造変化に関

する基礎研究。第三段階では人口減少社会の新たな算定の可能性に関する検討を行い、適

宜、月刊誌やレポートを通じて発信する。また、併行して地方財政計画や地方交付税制度

改正の動向についても追っていく。 

 

研究会メンバー 

主 査  星野菜穂子 地方財政審議会委員 

委 員  宮﨑 雅人 埼玉大学学術院教授 

金目 哲郎 弘前大学人文社会科学部准教授 

事務局  飛田 博史 自治総研副所長 



 

其田 茂樹 自治総研研究員 

 

２．地方財政研究（継続） 

  （定款第４条第１号関係） 

財政・地方財政、地域経済等における最新の動向を踏まえつつ、委員の問題意識に沿っ

た研究報告を行う。必要に応じて外部研究者や実務家を招くことも含めて情報収集を行い、

議論を深める。また、原則として全国の自治研センター等に研究会を公開し、意見交換を

行う。 

 

研究会メンバー 

主 査  星野  泉 明治大学教授 

委 員  澤井  勝 奈良女子大学名誉教授   町田 俊彦 専修大学名誉教授 

横山 純一 北海学園大学名誉教授  

兼村 高文 NPO 法人市民ガバナンスネットワーク理事長 

沼尾 波子 東洋大学教授            石原 健二 元立教大学特任教授 

菅原 敏夫 元自治総研研究員 

事務局   飛田 博史 自治総研研究員          其田 茂樹 自治総研研究員 

 

3．小規模自治体の持続可能性に関する研究会（新規） 

  （定款第４条第１号関係） 

 小規模自治体における行政運営の現状を明らかにするとともに、小規模自治体が持続的

な行政運営を図るうえでの課題と対応方策を導き出すことを目的とする。 

具体的には、小規模町村における行政運営の実態を把握するため、個別の小規模町村に

協力を要請し、職員の所掌事務の一覧化と新規行政課題への対応状況を把握し、同時に職

員人事に関する調査を行う。その調査を踏まえて、小規模自治体が持続的な行政運営を図

るうえでの課題を抽出し、具体的な対応方策を検討する 

 設置期間は 2024 年 10月～2026 年 9月として、年に５～6 回開催する。研究会報告や調

査結果は『自治総研』誌に掲載すると同時に、掲載内容をまとめた書籍化も視野に入れる。 

 研究会メンバー 

主 査  大杉  覚 東京都立大学教授 

委 員  松井  望 東京都立大学教授  千葉  実 白鷗大学教授 

原田 悠希 東海大学講師 

オブザーバー 沼尾 波子 東洋大学教授 

    土屋 雅彦 群馬県上野村役場総務課長 

北村 喜宣 上智大学教授・自治総研所長 

事務局  坂本  誠 自治総研研究員 

 

４．新地方自治研究プラットフォーム（継続） 

 （定款第４条第２号関係） 

自治体関係者、研究者、国の政策担当者などが参加し、分野や立場を超えた情報交換や



 

ネットワークの場をつくり、人口減少社会における地方自治の問題・課題の調査・分析な

どを行い、その成果を共有する。  

開催回数はオンライン方式で概ね年 3 回程度とし、必要に応じて別途、助言者を中心に

現地調査を行う。 

 

メンバー 

メンバー参加市   北見市 旭川市 秦野市 高知市 佐賀市 

オブザーバー参加市 喜多方市 

助言者       嶋田 暁文 九州大学大学院法学研究院教授 

高端 正幸 埼玉大学人文社会科学研究科准教授 

顧 問       澤井  勝 奈良女子大名誉教授 

自治総研メンバー  吉岡  章 自治総研客員研究員 

            飛田 博史 自治総研副所長 

            其田 茂樹 自治総研研究員 

 

５．地方自治判例動向研究（継続） 

  （定款第４条第３号関係） 

 本研究会は、地方自治に関する重要な裁判例について、地方自治法の観点からの研究を

行うことを目的とする。また、地方自治に係る重要裁判例の動向の研究も行う。これら地

方自治重要裁判例を法学的見地から検討すると同時に、それらが地方自治体の政策に与え

る影響についても検討する。研究会は 2025 年 9 月まで行い、概ね 2 ヶ月に 1 回の研究会

を開催。年 6回の開催を予定する。 

研究会報告の内容を判例評釈として、自治総研誌に掲載する。 

 

 研究会メンバー 

主 査 人見  剛 早稲田大学教授（自治総研評議員） 

委 員 長内 祐樹 金沢大学教授    小川  正 弁護士・自治労法律相談所 

嘉藤  亮 神奈川大学教授   垣見 隆禎 福島大学教授 

三浦 大介 神奈川大学教授 

三野  靖 香川県自治研センター理事長・前香川大学教授 

豊島 明子 南山大学教授    門脇 美恵 広島修道大学教授  

山田真一郎 高崎経済大学准教授 矢島 聖也 名古屋大学准教授 

事務局 坂本  誠 自治総研研究員 

 

 

6．地方自治の動向に関する研究（再開） 

  （定款第４条第３号関係） 

 毎月１回、自治総研研究員による研究会を開催し、地方自治に関する動向についての情

報共有、議論を行う。注目すべき動向については、研究員が論点を整理し、報告を行う。 

 



 

  研究会メンバー   

所長、自治総研研究員 

事務局   阿部 慶徳 自治総研特別研究員 

 

２ 刊行活動 

 

７．『自治に人あり－高知市副市長 吉岡章』の刊行（継続） 

  （定款第４条第６号関係） 

吉岡章氏が高知市市政において職員および副市長として携わった約 41 年間のあゆみを

たどり、同氏のライフワークともいえる「コミュニティ」施策をヒストリーの通底としつ

つ、公害対策、人事、財政、地域計画、企画調整などさまざまな職務経験を通じて市政のキ

ーマンであった実像を明らかにする。さらに現在、高知市社会福祉協議会会長として描く

地域共生社会の展望についてもうかがう。 

2024 年度のインタビューをもとに編集を進め自治総研ブックレットまたは自治総研ブ

ックスとしてまとめる。 

 

プロジェクトの構成 

聞き手 金井 利之 東京大学大学院教授（自治総研評議員） 

    沼尾 波子 東洋大学教授（自治総研研究理事） 

事務局 飛田 博史 自治総研副所長  其田 茂樹 自治総研研究員 

 

８．『現代地方自治年表』の刊行（継続） 

（定款第４条第６号関係） 

戦後を中心とする地方自治に関する年表の編集作業を進め、2025 年中の刊行をめざす。

2020年までの基礎年表及び単年度解説項目の選定は終了。現在、各執筆者に担当の解説項

目について依頼中。また、出版に向けレイアウト等を検討する新事務局会議（仮称）を随時

開催する。今後は、主査と事務局が中心となり年表刊行に向けた作業を行うが、懸案が発

生した場合は適宜会議体を設置し協議を行う。 

 

編集委員会メンバー 

  主 査 小原 隆治 早稲田大学教授（自治総研研究理事） 

  委 員 北村 喜宣 上智大学教授（自治総研所長） 

沼尾 波子 東洋大学教授（自治総研研究理事） 

飛田 博史 自治総研副所長 

事務局 新垣 二郎 横浜市立大学准教授（自治総研委嘱研究員） 

阿部 慶徳 自治総研特別研究員   

 

９．地方公務員法コンメンタール作成プロジェクト（継続）  

（定款第４条第６号関係） 



 

地方公務員法が現に運用されている地方公共団体の現場において実際に生じている様々

な問題や課題の検討を行い、また、民間労働法制との比較研究も行って、それらの成果も

取り込みながら、地方公務員法のコンメンタール（逐条注釈書）の作成・刊行を行う。これ

により、地方公務員法の解釈について、いわゆる公定解釈を示すものと見なされる既存の

地方公務員法の逐条解説書とは一線を画するものを世に問うことを目指す。 

作成・刊行の期間は 2023 年 10 月〜2027 年 9 月までの 4 年間とし、地方公務員法の主

要な項目（勤務条件、労働基本権、任用、分限・懲戒、服務、福祉及び利益の保護、職員の

責任）ごとにコンメンタールの作成とそれに関係する課題・裁判例の検討を行う。 

概ね 2 ヶ月に 1 回の会議を開催。年 6 回の開催を予定する。 

 

プロジェクトメンバー 

主 査 田村 達久 早稲田大学教授（兼作業委員） 

委 員 佐藤 英善  早稲田大学名誉教授   清水  敏 早稲田大学名誉教授 

島田 陽一 早稲田大学名誉教授   稲葉  馨 東北大学名誉教授 

上林 陽治 立教大学特任教授（兼作業委員） 

小川  正 弁護士・自治労法律相談所   

岡田 俊宏 弁護士・自治労法律相談所（兼作業委員） 

上田 貴子 弁護士・自治労法律相談所 

事務局 坂本  誠 自治総研研究員 

 

10．地方自治法コンメンタール作成プロジェクト（継続） 

  （定款第４条第６号関係） 

 弊所で刊行している『逐条研究 地方自治法』（別巻）について同書が対象としている 2009

年 4 月 1 日以降の状況を補い、関係法令の改正状況も含めた書籍として刊行することによ

り地方自治研究に資する。併せて、地方自治に関連する新たな立法の動向についての資料

収集・分析なども行う。 

 

プロジェクトメンバー 

主 査    下山 憲治 早稲田大学教授 

委 員    森  稔樹 大東文化大学教授  権  奇法 愛媛大学教授 

上林 陽治 立教大学特任教授  宮尾 亮甫 南山大学専任講師 

オブザーバー 佐藤 英善 早稲田大学名誉教授 

事務局    其田 茂樹 自治総研研究員 

 

11．『全国首長名簿』編集委員会（継続） 

  （定款第４条第６号関係） 

 全国の自治体選挙及び地方政治の動向把握と、調査結果データの利活用を目的として、

毎年、自治体選挙結果を調査し、調査結果を発表する。 

調査項目は、首長選挙立候補者の氏名、首長選挙の推薦・支持政党、議会選挙の党派別

の立候補者数、当選者数、投票率などである。調査・回答の対象は、都道府県及び市町村の



 

選挙管理委員会である。また、政党にも調査協力を要請する。 

 2024 年度版（2023 年 5 月 1 日から 2024 年 4 月 30 日選挙実施）は、2025 年 1 月に刊

行をめざす。 

 2025 年度版（2024 年 5 月 1 日から 2025 年 4 月 30 日選挙執行）は、2026 年 1 月に刊

行をめざす。 

 『全国首長名簿』は研究所資料として刊行し、ウェブサイトでも掲示する。調査結果の基

礎データ（エクセル表）はウェブサイトで掲示する。 

 

編集委員会メンバー 

編集長 永田 一郎 自治総研事務局長 

委 員 牛山久仁彦 明治大学教授 

堀内  匠 北海学園大学准教授 

武田ひろみ 自治総研事務局員（事務局兼任） 

 

12．『自治総研』誌の発行（継続）    

（定款第４条第６号関係） 

 地方自治をめぐる主要な動向とその分析、海外の地方自治事情等に関して、当研究所研

究員をはじめ、学者・研究者などの論稿を掲載する。あわせて、地方自治・財政関係の重要

資料の紹介や入手資料等の情報提供を行う。 

 

13．刊行物   

  （定款第４条第６号関係） 

 ① 自治総研ブックレット 

自治総研が企画したセミナー、公開講座等の記録、実証的研究成果のうち、市民・

研究者らに手軽に読める冊子として、『自治総研ブックレット』を刊行する。  

 ② 自治総研ブックス  

自治総研のプロジェクト、自治総研研究員らの調査研究の成果のうち、市民・研究

者らに向けた普及版（ソフトカバー）として、『自治総研ブックス』を刊行する。 

③ 自治総研叢書 

自治総研のプロジェクト、自治総研研究員らの調査研究の成果のうち、学術的な成

果をハードカバーとして、『自治総研叢書』を刊行する。 

 ④ 研究所資料 

    研究プロジェクトの成果等を、研究所資料としてまとめ発行する。 

 

 

３ 交流活動  

14．セミナー等の開催 

  （定款第４条第４号関係） 

 市民に開かれたセミナー等を開催し、地方制度改革および市民自治の将来展望をディス



 

カッションする。また、自治総研の 50 周年記念事業として、記念シンポジウムを 2025 年

1月開催にむけて、その準備を進める。 

 

15．地方自治研究センター・研究所交流   

  （定款第４条第７号関係） 

各地の地方自治研究センター・研究所との研究交流等を進める。また、若手研究員・政策

担当者等を対象に、自治研センター・研究所と自治総研との共同研究等を進める。 

自治総研のウェブサイトに開設する「自治総研・自治研センター交流プラットフォーム」

（仮称）を活用して、調査研究に関する情報交換を進め、オンラインでの経験交流集会な

どを検討する。 

 

 

16．研究交流   

  （定款第４条第５号及び７号関係） 

国内外の大学及び研究機関の研究者・研修生や自治体関係者との連携・交流を行うとと

もに、派遣やインターンシップ等の受け入れ等の交流を行う。ＵＣＬＧ（都市・地方自治体

連合）などの国際組織との交流を行うとともに、日本の地方自治や分権推進等についての

各国の研究者等からの照会に対応し、研究交流を目的にした研究会等を随時開催する。 

 

 

４ その他の活動  

17．市区町村台帳の整備    

  （定款第４条第３号関係） 

 2022 年 5 月 1 日から 2023 年 4 月 30 日までの自治体選挙結果および市町村決算状況調

などのデータを台帳に記入する。 

 

18．図書・資料の収集整備    

  （定款第４条第３号関係） 

資料室の図書・資料の収集をはかり、引き続き資料室の充実・整備を進める。 

 

19．情報開示や提供体制の整備 

  （定款第４条第７号関係） 

自治総研の web サイトのリニューアルを踏まえ、情報開示と情報提供体制の整備をは

かる。 

 

20．研究機関、市民団体、労働組合等からの照会・相談への対応   

  （定款第４条第７号関係） 

 各方面からの地方自治にかかわる照会・相談について対応する。 

 



 

以 上 


